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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高（百万円） 21,520 22,481 32,620 28,503 27,957

経常利益（百万円） 1,028 1,251 1,191 454 620

当期純利益又は当期純損失

（△）　　　　（百万円）
574 560 529 19 △9

純資産額（百万円） 21,219 21,910 21,621 20,333 19,754

総資産額（百万円） 24,258 25,145 27,817 25,281 23,881

１株当たり純資産額（円） 1,640.40 1,695.26 1,689.08 1,597.33 1,563.15

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

（△）　　　　　　　（円）

42.44 41.44 41.16 1.50 △0.73

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額　　

　　　　　（円）

－ － － － －

自己資本比率（％） 87.5 87.1 77.7 80.4 82.7

自己資本利益率（％） 2.7 2.6 2.4 0.1 －

株価収益率（倍） 23.80 30.89 24.30 401.33 －

営業活動による

キャッシュ・フロー(百万円)
661 633 △1,488 536 157

投資活動による

キャッシュ・フロー(百万円)
△2,132 △1,451 509 54 912

財務活動による

キャッシュ・フロー(百万円)
△450 △399 328 △587 △640

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円）
5,419 4,220 3,570 3,573 4,085

従業員数　　　　　　（人）

（外、平均臨時雇用者数）

164

(16)

167

(23)

243

(84)

236

(85)

226

(83)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第57期から第60期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め、第61期については１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第59期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

４．平成18年４月１日より、大和無線電器㈱が当社の連結子会社となりました。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高（百万円） 21,042 21,960 21,119 18,952 17,794

経常利益（百万円） 999 1,244 1,005 447 567

当期純利益又は当期純損失

（△）　　　　　（百万円）
572 561 472 180 △6

資本金（百万円） 2,644 2,644 2,644 2,644 2,644

発行済株式総数（千株） 13,330 13,330 13,330 13,330 13,330

純資産額（百万円） 20,981 21,674 21,353 20,290 19,722

総資産額（百万円） 23,912 24,736 24,545 22,772 21,816

１株当たり純資産額（円） 1,621.95 1,676.96 1,668.19 1,593.92 1,560.63

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当

額）（円）

20.00

(10.00)

40.00

(20.00)

30.00

(15.00)

32.00

(15.00)

20.00

(10.00)

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

（△）　　　　　　　（円）

42.32 41.55 36.74 14.13 △0.49

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額　　

　　　　　（円）

－ － － － －

自己資本比率（％） 87.7 87.6 87.0 89.1 90.4

自己資本利益率（％） 2.7 2.6 2.2 0.9 －

株価収益率（倍） 23.87 30.81 27.22 42.60 －

配当性向（％） 47.3 96.3 81.7 226.5 －

従業員数　　　　　　（人）

（外、平均臨時雇用者数）

155

(16)

158

(23)

149

(33)

152

(37)

141

(33)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第57期から第60期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め、第61期については１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第58期の１株当たり配当額には、記念配当20円（中間10円、期末10円）を含んでおります。

４．第59期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

５．第60期の１株当たり配当額には、記念配当２円（期末２円）を含んでおります。
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２【沿革】

　当社（登記上の設立年月日　昭和24年12月15日）は、株式会社電響社（実質上の存続会社）の株式額面を変更するた

め、昭和51年７月20日を合併期日として、同社を吸収合併しました。合併前の当社は休業状態であるため、以下特に記

載のない限り、実質上の存続会社に関して記載しております。

年月 沿革

昭和23年５月 岩谷邦三氏が大阪市南区（現、中央区）において電気・音響関連商品の卸売を目的に個人経営で

電響社を創業（岩谷邦三氏は平成８年６月17日逝去）。

昭和30年７月 東京営業所を開設（昭和49年12月１日、組織改正により東京支店に変更したが、平成18年３月31

日、閉鎖、関東支店に併合）。

昭和30年12月 法人組織に改組し、株式会社電響社を設立。

昭和33年９月 札幌営業所を開設（平成19年３月31日、閉鎖、北日本営業所に併合し、札幌出張所に変更）。

昭和36年９月 広島営業所を開設（平成19年３月31日、閉鎖、中四国営業所に併合）。

昭和37年８月 福岡営業所（現、支店）を開設。

昭和39年11月 名古屋営業所（現、支店）を開設。

昭和42年５月 神戸営業所を開設（平成11年９月30日、閉鎖、大阪支店に併合）。

昭和43年10月 横浜営業所及び岡山営業所を開設（岡山営業所は、平成14年６月30日、閉鎖、広島営業所に併合。横

浜営業所は、平成18年３月31日、閉鎖、関東支店に併合）。

昭和44年２月 福山市に販売子会社の㈱福山電響社を設立（平成６年４月１日、当社が吸収合併し、福山営業所と

したが、平成10年１月31日、閉鎖、岡山営業所に併合）。

昭和44年11月 大阪北営業所を開設（平成８年７月31日、閉鎖、大阪支店に併合）。

昭和46年９月 高松営業所を開設（平成18年３月31日、閉鎖、松山営業所に併合）。

昭和46年10月 多摩営業所を開設（平成18年３月31日、閉鎖、関東支店に併合）。

昭和46年11月 大阪市に子会社㈱システム機器センター（現、連結子会社）を設立、電気関連システム化事業に進

出。

昭和47年６月 本社事務所を大阪市浪速区に移転（現、本店）。

昭和48年５月 大阪市に子会社㈱響和（現、連結子会社）を設立、不動産管理業務を移管。

昭和48年９月 鹿児島営業所を開設（平成15年６月27日、組織改正により鹿児島駐在所に変更したが、平成18年３

月31日、閉鎖、福岡支店に併合）。

昭和49年５月 熊本営業所を開設（平成16年３月31日、閉鎖、福岡支店に併合）。

昭和50年８月 仙台営業所を開設（平成19年３月31日、閉鎖、北日本営業所に併合）。

昭和51年７月 株式額面変更のため合併。

昭和51年８月 松山営業所を開設（平成19年３月31日、閉鎖、中四国営業所に併合し、松山出張所に変更）。

昭和52年３月 千葉営業所を開設（平成18年３月31日、閉鎖、関東支店に併合）。

昭和53年９月 金沢営業所を開設（平成15年６月27日、組織改正により金沢駐在所に変更したが、平成18年３月31

日、閉鎖、大阪支店に併合）。

昭和55年３月 ホームセンター「サンポー」くずは店を開設、ＤＩＹ事業に進出（平成８年８月18日、閉鎖）。

昭和56年３月 大宮営業所を開設（平成18年３月31日、閉鎖、関東支店に併合）。

昭和56年９月 ホームセンター「サンポー」香里店を開設（平成９年６月15日、閉鎖）。

昭和57年９月 静岡営業所（現、出張所）を開設。

昭和59年３月 大阪証券取引所の市場第二部（特別指定銘柄）に上場。

昭和59年11月 京都営業所を開設（平成14年３月31日、閉鎖、大阪支店に併合）。

昭和61年９月 北九州営業所を開設（平成12年９月30日、閉鎖、福岡支店に併合）。

昭和62年７月 小山営業所を開設（平成13年８月31日、閉鎖）。

昭和63年４月 新潟営業所（現、出張所）を開設。

平成２年９月 大阪証券取引所の市場第二部銘柄に指定（特別指定銘柄の指定解除）。

平成２年12月 郡山出張所を開設（平成８年３月31日、閉鎖）。

平成13年９月 北関東営業所を開設。（平成20年４月１日、組織改正により北関東物流センターに変更したが、平

成21年２月28日、閉鎖、関東物流センターに併合）

平成18年４月 大和無線電器株式会社（平成18年４月１日より、連結子会社）の全株式を取得し完全子会社化。

平成18年４月 関東支店及び関東物流センターを開設。

平成19年４月 北日本営業所（現、支店）、中四国営業所（現、支店）及び関西物流センターを開設。
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３【事業の内容】

　当社グループは、㈱電響社（当社）及び連結子会社３社（大和無線電器㈱、㈱システム機器センター、㈱響和）とで構

成されており、電気商品の卸販売を主な事業とし、電子部品販売、弱電設備の設計・施工及び不動産管理・賃貸・駐車

場管理等の事業活動を展開しております。

　当社グループの事業内容及び当社と連結子会社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。

電気商品卸販売事業…………当社及び連結子会社の大和無線電器㈱が、メーカー（仕入先）より商品を仕入し、家電

量販店、ホームセンター、ＧＭＳ等に販売しております。

電子部品販売事業……………連結子会社の大和無線電器㈱が、電子部品メーカー（仕入先）より電子部品を仕入し、

製造メーカー等に販売しております。

電気関連システム化事業……連結子会社の㈱システム機器センターが弱電設備の設計・施工等を行っております。

不動産管理事業………………連結子会社の㈱響和が当社の営業設備及び賃貸設備の土地・建物の管理、並びに損害

保険代理業等を行っております。

　当社グループの系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

連結子会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内
容

子会社の
議決権に
対する所
有割合
（％）

関係内容

役員の
兼任等

資金援助
（百万円）

営業上
の取引

設備の
賃貸借

業務
提携等

大和無線電器㈱
京都市

右京区
87

電気商品卸販売

及び電子部品販

売

100 兼任あり なし 
商品の販売

及び仕入
なし なし

㈱システム機器

センター

大阪市

浪速区
20

電気関連システ

ム化事業（弱電

設備設計・施工

事業）

100 兼任あり 52 商品の販売 建物の賃貸 なし

㈱響和
大阪市

浪速区
12 不動産管理事業 100 兼任あり なし なし

土地、建物

の賃貸
なし

　（注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．上記のうちに、特定子会社に該当する会社はありません。

３．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

４．大和無線電器㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

主要な損益情報等　　　　（1）売上高　　　 　 10,169百万円

　　　　（2）経常利益　　　　　  68百万円

　　　　（3）当期純利益　         7百万円

　　　　（4）純資産額　         822百万円

　　　　（5）総資産額　       2,803百万円

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成21年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

電気商品卸販売事業 199（79）　

電子部品販売事業 15（３）　

電気関連システム化事業（弱電設備設計・施工事業） 5（－）　

不動産管理事業 1（－）　

全社（共通） 6（１）　

合計 226（83）　

　（注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（パート、派遣社員）は、年間の平均人員を（　）外数で記載して

おります。　

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。

(2）提出会社の状況

　 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

141（33）　 41.2 18.6 5,354,789

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時雇用者数（パート、派遣社員）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、年度前半におきましては、原油価格高騰などにより景気は減速の兆しを見

せておりました。年度後半におきましては、米国に端を発した世界的な金融危機が実体経済に深刻な影響を与え、需

要は低迷し、急激な円高と株安等により企業収益は大幅に悪化し、設備投資も減少いたしました。さらに雇用情勢も

急速に悪化いたしました。

このような経済環境の中、当社の主たる販売先である大手量販店業界におきましては、景気の急激な悪化による需

要の低迷と嗜好の変化等により、ますます厳しさを増し、業界内はもとより業態間の競争もさらに激化してまいりま

した。

このような状況の中、当社グループにおきましては、家電流通業界の変革への迅速な対応のため、引き続きオリジ

ナル商品の開発強化をはじめ、物流拠点の統合と事業所の再編も図り、当社と連結子会社の大和無線電器㈱との合同

による新製品商談会を実施する等、積極的に取り組んでまいりました。

しかしながら、当連結会計年度の年度後半において、景気の急激な悪化による需要の低迷と嗜好の変化等により販

売面で大きくブレーキがかかり、当社グループの売上は大変厳しい状況となりました。

 また、急激な円高と株安に伴う投資有価証券評価損の損失処理等により、当社グループの収益は大きく圧迫されま

した。

 この結果、当社グループの当連結会計年度の売上高は279億５千７百万円で前連結会計年度比1.9％の減収となりま

したが、経常利益は６億２千万円で前連結会計年度比36.5%の増益となりました。

 一方、投資有価証券評価損３億３千８百万円と、投資有価証券償還損２億４千７百万円を特別損失に計上したこと

等により、当期純損失は９百万円（前連結会計年度は当期純利益１千９百万円）となりました。

 事業の種類別セグメントの業績を示すと次のとおりであります。

電気商品卸販売事業におきましては、年度後半における景気の急激な悪化の影響を大きく受け、売上高は266億５

千７百万円（前期比1.7％減）となり、営業損失は２億２百万円（前年は４億３千５百万円の営業損失）となりまし

た。

  電子部品販売事業におきましては、景気の急激な悪化による製造業の減産等により、売上高は９億１千３百万円

（前期比6.5％減）、営業利益は１千１百万円（前期比51.7％減）となりました。

  電気関連システム化事業におきましては、景気の急激な悪化による建設工事の延期や受注競争の激化等により、売

上高は３億７千４百万円（前期比7.0％減）、営業損失は１百万円（前期は７百万円の営業利益）となりました。

  不動産管理事業におきましては、手数料の減少等により営業収入は１千２百万円（前期比4.0％減）となりました

が、営業利益は１千万円（前期比83.4％増）となりました。

  次期の見通しにつきましては、当連結会計年度に行なった当社グループの事業所の統廃合と営業体制の見直し、物

流センターの再構築、ならびにオリジナル商品開発等の効果が表れ、当社グループの収益は改善されるものと見込ん

であります。

 さらに、平成21年4月1日付けで、家庭用品卸売業の梶原産業㈱が当社グループに加わり、併せて収益の向上に寄与

するものと考えております。

(2）キャッシュ・フロー

　（資産、負債及び純資産の状況）

 当連結会計年度末の資産につきましては、前期末比13億９千９百万円減少し、238億８千１百万円となりました。こ

れは主に、現金及び預金が５億１千１百万円増加した一方で、売掛金が４億３千６百万円減少し、投資有価証券が償

還と時価の下落等に伴い15億２千万円減少したこと等によるものであります。

　負債につきましては、前期末比８億２千万円減少し、41億２千７百万円となりました。これは主に、支払手形及び買

掛金が４億８千７百万円減少し、短期借入金が２億５千万円減少したこと等によるものであります。

　純資産につきましては、前期末比５億７千９百万円減少し、197億５千４百万円となりました。これは主に、利益剰余

金が３億５千２百万円減少し、投資有価証券の時価の下落に伴いその他有価証券評価差額金が１億７千９百万円減

少したこと等によるものであります。
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（キャッシュ・フローの状況）

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末比５億１千１百万

円増加し、当連結会計年度末には40億８千５百万円となりました。

また、当連結会計年度におけるフリー・キャッシュ・フローは、マイナス２億２千７百万円（前連結会計年度は９

億８千万円）となりました。

営業活動の結果得られた資金は１億５千７百万円（前連結会計年度は５億３千６百万円の獲得）となりました。

これは主に、税金等調整前当期純利益が６千３百万円（前連結会計年度比３億１千５百万円減）で、棚卸資産の増加

２億１千９百万円、仕入債務の減少４億８千７百万円等により資金が減少したものの、売上債権の減少３億８千８百

万円、退職給付引当金の増加１億３百万円、投資有価証券の評価損３億３千８百万円等により資金が増加したことに

よるものであります。

 投資活動により得られた資金は９億１千２百万円（前連結会計年度は５千４百万円の獲得）となりました。これ

は主に、定期預金の預入による支出３億円、投資有価証券の取得による支出１億２千５百万円があった一方、定期預

金の払戻による収入５億円、投資有価証券の償還による収入７億５千７百万円、固定資産の売却による収入９千３百

万円があったこと等によるものであります。

財務活動により使用した資金は６億４千万円（前連結会計年度は５億８千７百万円の使用）となりました。これ

は、短期借入金の純減額２億５千万円、親会社による配当金の支払３億４千３百万円と、自己株式の取得による支出

４千７百万円があったことによるものであります。

　（注）　フリー・キャッシュ・フローは以下の計算式を使っております。

フリー・キャッシュ・フロー＝当期純利益＋減価償却費－設備投資額－運転資本増加額

なお、運転資本は、売掛金＋受取手形＋棚卸資産－買掛金－支払手形で算出しております。

２【販売の状況】

販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成20年４月１日 
至　平成21年３月31日） 

前年同期比（％）

電気商品卸販売事業（百万円） 26,657 98.3

電子部品販売事業（百万円） 913 93.5

電気関連システム化事業（百万円） 374 93.0

不動産管理事業（百万円） 12 96.0

計 27,957 98.1

　（注）１.　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．当連結会計年度における主要な相手先の販売実績の総販売実績に対する割合は、全て100分の10未満である

ため記載を省略しております。

３【対処すべき課題】

　当社グループを取り巻く経営環境は、ますます厳しさを増し変化のスピードも加速されてきております。当社の主要

販売先である大手量販店、ホームセンターにおきましても、合従連衡、業界再編等の変革、同業他社との価格競争の激

化等、依然として厳しい状況が続いております。

　このような中で、平成21年４月１日より、新たに梶原産業株式会社が連結グループに加わりましたが、グループ各社

が一体となって営業体制・管理体制の見直しを行い、営業力・管理体制の強化を図り、業績を拡大してまいります。

　また、オリジナル商品の更なる開発強化により、同業他社との差別化を図ってまいります。

　併せて、当社グループは、経営資源の有効活用策として、賃貸用不動産の見直しと更なる活性化を行い、企業価値の一

層の向上を図ってまいります。 
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４【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがありま

す。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

　また、事業等のリスクは、これらに限定されるものではありません。

  (1）経済動向による影響について

当社は家電小物商品等、個人消費財を販売しており、国内の景気動向と個人消費に連関しております。従って、

今後の経済及び個人消費の動向によって当社の業績が影響を受ける可能性があります。

  (2）業界動向及び競合等による影響について 

 当家電流通業界におきましては、企業間競争が激しく、競合他社との価格競争が激化し、また当社の重要販売先

である大手家電量販店等におきましても、依然として合従連衡、寡占化が進んでおります。今後のこうした動向に

よって当社の業績が影響を受ける可能性があります。

  (3）仕入先・メーカーとの連携について

 当社の主要販売先の多くは、オンラインによる受発注はもとより、コンピューターによる高度な商品管理を

行っております。これらに対応するためには、当社と仕入先・メーカーとの連携が必要不可欠であります。

 こうした中、仕入先・メーカーのたとえ１社に生産トラブル等が発生しても、それが当社の販売に影響し、業績

に影響を及ぼす恐れがあります。

  (4）自然災害等について

大地震や台風等の自然災害によって、当社グループの営業設備、物流施設及び情報管理関連施設等の拠点に、甚

大な被害を受ける可能性があり、その規模によっては当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

  (5）投資有価証券の減損処理について

当社では、投資有価証券の減損処理に当たっては、「時価が著しく下落した」と判断するための合理的な社内

基準に基づいて行っております。

今後の株式市況の動向、また保有する個別銘柄の業績の動向によって減損処理を余儀なくされる銘柄が出てく

る可能性があります。

 (6）退職給付債務について

当社グループは、確定給付型の制度として、退職一時金制度、適格退職年金制度等を併用しております。

退職給付費用及び債務は簡便法により算出しておりますが、計算要素となる年金資産の運用状況によって当社

グループの業績が影響を受ける可能性があります。

  (7）海外生産について

当社のオリジナル商品や多くの仕入先・メーカーにおいては、中国、ベトナム等、海外生産の比重が高くなって

おります。

こうした中、その国情の変化及び社会的事件の発生等により生産に支障をきたし、当社の業績に影響を及ぼす

可能性があります。

  (8）システムトラブルについて

当社のコンピューターシステムは、本社に設置されたホストコンピューターと、各事業所の端末機を広域イー

サー網で接続する本社集中型となっております。

万一、ネットワークに障害が発生した場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

  (9）信用リスクについて

当社グループでは営業取引において、取引先の信用悪化や経営破綻等による損失が発生する信用リスクを負っ

ております。当社グループでは当該リスクを管理するために、取引先ごとに与信限度枠を設定し取引先管理を

行っております。併せて、取引信用保険により一定のリスクヘッジを講じておりますが、全てをカバー出来るもの

ではありません。

  (10）製造物責任について

当社のオリジナル商品は、仕入先・メーカーや委託生産工場の厳格な品質管理のもと製造しておりますが、万

一、商品の欠陥等が発生した場合のメーカー責任を果たすため、製造物責任賠償に備え保険に加入しております。

しかし、大規模な商品の欠陥やリコールの発生は、当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
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  (11）原材料価格の変動について

当社グループが主として販売している家電小物商品等の原材料は、国際市況に大きく影響されております。原

油価格の上昇等による原材料価格の上昇は、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がありま

す。

  (12）個人情報の取り扱いについて

当社グループにおける取引先等の個人情報や機密情報の保護については、社内規程の制定、従業員への教育等

対策をしておりますが、情報漏洩が全く起きない保証はありません。万一、情報漏洩が起きた場合、当社グループ

の信用は低下し、お客様に対する賠償責任が発生する恐れがあります。

５【経営上の重要な契約等】

当連結会計年度において、新たに締結した重要な契約等は次のとおりであります。

（梶原産業株式会社の全株式の取得と子会社について）

平成21年３月６日開催の取締役会において、梶原産業株式会社の全株式を取得し子会社とすることについて決議

し、同日株式譲渡契約を締結いたしました。

　本件の詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」及び

「第５　経理の状況　２　財務諸表等　（１）財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載しております。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成に際し、当社経営者は、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発資産・負

債の開示、並びに報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定を行わなければなり

ません。当社経営者は、売掛金、貸倒債権、棚卸資産、投資、買掛金、退職給付費用、偶発事象や訴訟等に関する見積り

及び判断に対して、継続的に評価を行っております。

　当社経営者は、過去の実績や状況に応じ合理的であると考えられる様々な要因に基づき、見積りと判断を行い、そ

の結果は、他の方法では判定しにくい資産・負債の簿価及び収入・費用の報告数値についての判断の基礎となりま

す。

　実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

(2）経営成績の分析

　当社グループの当連結会計年度の売上高は279億５千７百万円で前連結会計年度比1.9％の減収となりましたが、こ

の主な要因は、当連結会計年度の年度後半において、景気の急激な悪化による需要の低迷と嗜好の変化等により販

売面で大きくブレーキがかかったこと等によるものであります。

　経常利益は６億２千万円で前連結会計年度比36.5%の増益となりましたが、この主な要因は、オリジナル商品の販

売強化による利益の確保と、物流拠点の統合や事業所の再編等により経費の圧縮に努めたこと等によるものであり

ます。

　また、当期純損失が９百万円となりましたが、この主な要因は、投資有価証券評価損３億３千８百万円と、投資有価

証券償還損２億４千７百万円があったこと等によるものであります。

(3）財政状態の分析

　当連結会計年度末の資産につきましては、前期末比13億９千９百万円減少し、238億８千１百万円となりました。こ

れは主に、現金及び預金が５億１千１百万円増加した一方で、売掛金が４億３千６百万円減少し、投資有価証券が償

還と時価の下落等に伴い15億２千万円減少したこと等によるものであります。

　負債につきましては、前期末比８億２千万円減少し、41億２千７百万円となりました。これは主に、支払手形及び買

掛金が４億８千７百万円減少し、短期借入金が２億５千万円減少したこと等によるものであります。

　純資産につきましては、前期末比５億７千９百万円減少し、197億５千４百万円となりました。これは主に、利益剰

余金が３億５千２百万円減少し、投資有価証券の時価の下落に伴いその他有価証券評価差額金が１億７千９百万円

減少したこと等によるものであります。

（参考指標）

 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期

自己資本比率（％） 87.5 87.1 77.7 80.4 82.7

時価ベースの自己資本比率

（％）
53.8 69.0 46.0 30.3 25.2

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

※　いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

 ※  株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度において、電気商品卸販売事業（当社）の事業所の統廃合と目的変更に伴い、当社の下記設備を有形

固定資産から賃貸固定資産に振替処理をしております。（平成20年４月14日付）

　（提出会社）

事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）

土地
建物
金額

その他 合計
面積(㎡) 金額

旧新潟営業所

 （新潟市東区）
電気商品卸販売  事務所・倉庫 1,085.0 57 28 － 85 －

　（注）　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であります。

なお、金額には消費税等は含まれておりません。

当連結会計年度において、賃貸固定資産のうち、下記の賃貸物件を売却いたしました。（平成20年７月８日付）

　（提出会社）

区分 所在地 設備の内容

土地
売却価額
(百万円)

売却先
面積（㎡）

金額
(百万円)

賃貸設備 大阪市浪速区 駐車場 192.92 61 93 一般事業会社

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社
　 （平成21年３月31日現在）

区分 用途 所在地 設備の内容

土地 建物
その他

(百万円)

投下資本
合計

(百万円)

従業
員数
(人)面積（㎡）

金額
(百万円)

金額
(百万円)

営業設備

(電気商品卸

販売事業）

本社・大阪支店 大阪市浪速区 事務所・倉庫 1,402.75 491 49 22 563 46

札幌出張所 札幌市中央区 〃 1,102.93 70 7 0 77 2

北日本支店 仙台市若林区 〃 1,067.23 91 10 0 102 7

新潟出張所 新潟市東区 〃 － － － 0 0 3

北関東駐在所 栃木県宇都宮市 〃 － － － 0 0 2

関東物流センター 千葉県柏市 〃 5,680.00 479 258 7 744 33

静岡出張所 静岡市駿河区 〃 1,080.04 273 8 0 281 3

名古屋支店 名古屋市西区 〃 1,313.35 256 30 0 287 11

関西物流センター 大阪府泉大津市 〃 － － 0 0 1 8

中四国営業所 広島市西区 〃 － － － 0 0 5

松山出張所 愛媛県松山市 〃 － － － 0 0 2

福岡支店 福岡市博多区 〃 2,824.00 137 17 1 156 19

計 － － 14,470.30 1,800 382 34 2,217 141

非営業設備
福利厚生施設 堺市南区 マンション 54.22 1 2 － 3 －

計 － － 54.22 1 2 － 3 －

有形固定資産計 － － 14,524.52 1,801 384 34 2,220
141

(33)
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区分 用途 所在地 設備の内容

土地 建物
その他

(百万円)

投下資本
合計

(百万円)

従業
員数
(人)面積（㎡）

金額
(百万円)

金額
(百万円)

賃貸設備

響和モータープー

ル
札幌市中央区 駐車場 550.91 28 0 － 28 －

萩野町ビル 仙台市宮城野区 事務所 349.55 29 5 － 34 －

新潟貸事務所 新潟市東区 事務所・倉庫 1,085.00 57 26 0 84 －

小山貸事務所 栃木県小山市 事務所・倉庫 886.24 65 18 0 84 －

板橋倉庫 東京都板橋区 事務所・倉庫 1,356.79 549 60 0 610 －

東京貸駐車場 東京都千代田区 駐車場 390.27 247 － － 247 －

千葉貸事務所 千葉市中央区 事務所 731.57 148 8 － 156 －

立川貸事務所 東京都立川市 事務所 764.77 120 16 0 137 －

横浜貸事務所 横浜市中区 事務所 330.08 36 34 0 70 －

名古屋駅前ビル 名古屋市中村区 事務所 173.55 13 6 0 19 －

名古屋児玉ビル 名古屋市西区 店舗 664.00 51 31 － 82 －

響和モータープー

ル
石川県金沢市 駐車場 527.00 113 1 － 114 －

響和モータープー

ル
石川県金沢市 駐車場 541.74 24 － － 24 －

京都貸事務所 京都市南区 事務所・倉庫 661.17 195 9 － 205 －

奈良貸事務所 奈良県奈良市 事務所 419.19 73 23 － 96 －

日本橋２丁目ビル 大阪市中央区 店舗 682.57 32 73 － 105 －

デンキョー日本橋

ビル
大阪市浪速区 事務所 224.26 21 138 － 159 －

千里店舗 大阪府吹田市 店舗 231.39 4 18 － 22 －

千里丘店舗 大阪府摂津市 店舗 663.00 36 26 － 63 －

浅香山住宅 堺市堺区 住宅 79.90 2 0 0 3 －

神戸貸事務所 神戸市兵庫区 事務所・倉庫 359.60 31 － － 31 －

岡山貸事務所 岡山県岡山市 事務所・倉庫 330.60 20 0 － 21 －

福山貸倉庫 広島県福山市 倉庫 993.00 28 1 － 29 －

河原町ビル 広島市中区 事務所 150.84 10 4 － 14 －

広島貸事務所 広島市西区 事務所・倉庫 700.17 150 13 － 163 －

高松貸事務所 香川県高松市 事務所 1,040.64 77 17 0 94 －

松山貸事務所 愛媛県松山市 事務所・倉庫 1,465.81 84 14 － 99 －

松山貸店舗 愛媛県松山市 店舗 539.00 30 10 0 41 －

北九州貸事務所 北九州市小倉南区 事務所・倉庫 774.34 79 12 0 92 －

奈良屋町ビル 福岡市博多区 事務所 119.01 4 1 － 5 －

駅前駐車場 福岡市博多区 駐車場 641.01 53 0 － 53 －

熊本貸事務所 熊本県熊本市 事務所・倉庫 527.91 57 8 0 65 －

 
ワンルームマン

ション６物件
　 マンション 460.45 57 100 0 158 －

賃貸固定資産計 － － 19,415.33 2,539 683 2 3,225 －

合計 － － 33,939.85 4,341 1,068 36 5,446
141

(33)

　（注）１．投下資本額は平成21年３月末帳簿価額によっております。

２．投下資本の「その他」は、車輌運搬具、工具、器具及び備品であります。

３．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除いております。）であり、臨時雇用者数（パート、派遣

社員）は（　）外数で記載しております。
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(2）国内子会社

（大和無線電器㈱）

　 （平成21年３月31日現在）

区分 用途 所在地 設備の内容

土地 建物
その他

(百万円)

投下資本
合計

(百万円)

従業
員数
(人)面積（㎡）

金額
(百万円)

金額
(百万円)

営業設備

（電気商品卸

販売事業）

本社・電子京都営

業所
京都市右京区 事務所・倉庫 498.19 93 8 2 105 18

大阪支店・電子大

阪・商品部
大阪府吹田市 〃 495.00 169 42 0 212 21

京滋・電子滋賀営

業所
滋賀県栗東市 〃 523.43 42 25 0 68 9

計 － － 1,516.62 305 76 3 385 48

非営業設備

福利厚生施設 和歌山県田辺市 マンション － 0 2 － 3 －

福利厚生施設 那須郡那須町 マンション － 0 1 － 2 －

計 － － － 0 4 － 5 －

有形固定資産計 － － 1,516.62 306 80 3 390 48

賃貸設備
貸店舗 京都府舞鶴市 店舗 1,006.00 124 42 － 167 －

計 － － 1,006.00 124 42 － 167 －

賃貸固定資産計 － － 1,006.00 124 42 － 167 －

合計 － － 2,522.62 431 123 3 558
48

(10)

　（注）１．投下資本額は平成21年３月末帳簿価額によっております。

２．投下資本の「その他」は、工具、器具及び備品であります。

３．従業員数は就業人員（社外への出向者を除いております。）であり、臨時雇用者数（パート、派遣社員）は

（　）外数で記載しております。

上記の他、主要な賃借設備は、以下のとおりであります。

　 （平成21年３月31日現在）

区分 用途 所在地 設備の内容
建物延面積
（㎡）

従業員数
(人)

投下資本
合計

（百万円）

年間賃借料
(百万円)

営業設備 

関東支店 東京都中央区 事務所 219.60 16 1 7

関東物流センター 埼玉県桶川市 物流センター 1,995.50 4 11 22

関西物流センター 大阪府大東市 物流センター 1,513.24 4 6 18

畿北営業所

第二関西物流センター
兵庫県朝来市 事務所・物流センター 2,663.38 7 5 26

合計 － － 6,391.72 31 25 73

　（注） 投下資本合計は、建物、工具、器具及び備品であります。

※  連結子会社の㈱システム機器センター及び㈱響和における主要な設備は、当社よりの賃借によっております。

３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度において重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,667,000

計 23,667,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年６月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,330,042 13,330,042
㈱大阪証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

1,000株

計 13,330,042 13,330,042 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成13年３月１日 △333,000 13,330,042 － 2,644,650 － 2,560,800

　（注）　利益による株式消却であります。

（５）【所有者別状況】

　 平成21年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 9 8 83 12 － 1,335 1,447 －

所有株式数

（単元）
－ 1,949 13 3,977 1,032 － 6,258 13,229 101,042

所有株式数の

割合（％）
－ 14.73 0.10 30.06 7.80 － 47.31 100.00 －

　（注）　自己株式692,702株は「個人その他」に692単元及び「単元未満株式の状況」に702株含めて記載しております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社イワタニ 大阪府池田市石橋２丁目８－１ 1,715 12.86

電響社取引先持株会 大阪市浪速区日本橋東２丁目１－３ 674 5.05

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 625 4.68

イチゴアセットトラスト

(常任代理人　香港上海銀行東京支

店）

東京都中央区日本橋３丁目11－１ 585 4.38

岩谷　伝枝 大阪府池田市 533 4.00

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通１丁目２－26 411 3.08

中野　修 東京都中野区 329 2.47

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 325 2.43

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６－６

日本生命証券管理部内
300 2.25

日本瓦斯株式会社 東京都中央区八丁堀２丁目10-7 289 2.16

計 － 5,789 43.43

　（注）　上記の他、自己株式が692千株あります。

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    692,000 － －

完全議決権株式（その他）
普通株式 12,537,000　　

　　
12,537 －

単元未満株式 普通株式　　101,042 － －

発行済株式総数 13,330,042 － －

総株主の議決権 － 12,537 －

②【自己株式等】

　 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社電響社

大阪市浪速区日本

橋東２丁目１番３

号

692,000 － 692,000 5.19

計 － 692,000 － 692,000 5.19

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得並びに会社法第155条第７号に該当する普通株式

の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成20年５月16日）での決議状況

（取得期間　平成20年５月19日～平成20年９月19日）
150,000 120,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 16,000 10,373,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 134,000 109,627,000

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 89.3 91.4

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 89.3 91.4

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成21年２月６日）での決議状況

（取得期間　平成21年２月９日）
70,000 33,320,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 70,000 33,320,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 0 0

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 0.0 0.0

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 0.0 0.0

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 6,468 3,475,962

当期間における取得自己株式 310 152,940

（注）当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までに取得した数は含まれ

ておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －
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区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

保有自己株式数 692,702 － 693,012 －

（注）当期間における保有自己株式には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までに取得した数は含まれ

ておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主への配当政策を経営上の最重要課題のひとつとして位置づけており、利益配分につきましては、財務体

質と経営基盤の強化を図るとともに、株主の皆様への安定的な配当の維持及び適正な利益還元を基本としておりま

す。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の決

定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

  なお、当社は、「取締役会の決議により、毎年9月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定

めております。

　当期の配当につきましては、別途積立金を取崩し繰越利益剰余金に振り替え、１株当たり期末普通配当10円（１株当

たり中間配当10円と合わせ、１株当たり年間普通配当20円）を実施することを決定いたしました。

　内部留保につきましては、今後ますます厳しくなる同業他社との価格競争に備え、今まで以上にコスト競争力を高め

ることや、将来の事業展開に役立てたいと考えております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

 平成20年11月７日

 取締役会決議
127 10

 平成21年６月26日

 定時株主総会決議
126 10

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高（円） 1,095 1,477 1,298 1,068 669

最低（円） 570 880 854 590 436

　（注）　最高・最低株価は株式会社大阪証券取引所（市場第二部）におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高（円） 525 530 513 520 489 516

最低（円） 436 476 440 483 470 470

　（注）　最高・最低株価は株式会社大阪証券取引所（市場第二部）におけるものであります。
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５【役員の状況】
　 （平成21年６月29日現在）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

取締役社長
営業本部長 藤野　博 昭和23年12月19日生

昭和42年３月　当社へ入社

平成３年４月　名古屋支店長

平成９年６月　当社取締役に就任

平成15年６月　当社常務取締役に就任

平成15年６月　東日本営業部長兼東京支店長

平成16年６月　当社代表取締役社長に就任（現

任）

平成16年６月　営業本部長兼商品本部長

平成19年４月　営業本部長（現任）

（主要な兼職）

平成16年５月　株式会社響和代表取締役社長に就

任（現任）

平成18年４月　大和無線電器株式会社代表取締役

会長に就任（現任）

平成19年５月　株式会社システム機器センター代

表取締役社長に就任（現任）

平成21年４月　梶原産業株式会社代表取締役社長

に就任（現任）

（注）2 13

常務取締役

管理本部長　

兼経理部長

兼情報システ

ム部長

辻　正秀 昭和28年９月16日生

昭和51年３月　当社へ入社

平成15年６月　当社執行役員に就任

平成15年６月　経理部長

平成17年６月　当社取締役に就任

平成20年４月　当社常務取締役に就任（現任）

平成20年４月　管理本部長兼経理部長

平成20年６月　管理本部長兼経理部長兼情報シス

テム部長（現任）

（注）2 7

取締役 営業部長 河野　保広 昭和27年４月５日生

昭和46年３月　当社へ入社

平成10年11月　大阪支店長

平成11年６月　当社取締役に就任

平成13年６月　当社取締役を退任

平成15年６月　当社執行役員に就任

平成15年６月　西日本営業部長兼大阪支店長

平成18年４月　西日本営業部長兼卸店担当部長

平成19年４月　営業部長兼卸店担当部長

平成19年６月　当社取締役に就任（現任）

平成21年４月　営業部長（現任）

（注）2 4

取締役
商品部長

兼物流部長
水谷　律雄 昭和28年２月７日生

昭和51年３月　当社へ入社

平成16年４月　当社執行役員に就任

平成16年６月　商品部長

平成20年６月　当社取締役に就任（現任）

平成20年７月　商品部長 兼 物流部長（現任）

（注）2 5

取締役 総務部長 石床　勝 昭和28年10月16日生

昭和51年３月　当社へ入社

平成17年６月　当社執行役員に就任

平成17年６月　総務部長（現任）

平成20年６月　当社取締役に就任（現任）

（注）2 12
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役  樋田　孝則 昭和20年８月14日生

昭和39年３月　株式会社三和銀行（現、株式会社

三菱東京ＵＦＪ銀行）へ入行

平成６年４月　同行　伊丹支店長

平成18年３月　三菱ＵＦＪスタッフサービス株式

会社入社

平成19年６月　当社監査役に就任

平成20年６月　当社常勤監査役に就任（現任）

（注）4 －

監査役  山崎　邦子 昭和23年６月５日生

昭和62年５月　有限会社イワタニ（現、株式会社

イワタニ）監査役就任

平成18年６月　同社監査役退任

平成18年６月　当社監査役に就任（現任）

（注）3 31

監査役  山田　拓幸 昭和25年11月26日生

昭和48年４月　監査法人中央会計事務所大阪事務

所（現、みすず監査法人）に入所

平成11年４月　中央監査法人（現、みすず監査法

人）代表社員に就任

平成18年10月　山田公認会計士事務所を開設

平成19年６月　当社監査役に就任（現任）

（注）4 5

監査役  松野　泰造 昭和23年12月７日生

昭和46年４月　株式会社三和銀行（現、株式会社

三菱東京ＵＦＪ銀行）へ入行

平成10年４月　同行　本店公務部部長

平成12年６月　ピーコンシステム株式会社（現、

株式会社リンクレア）取締役西

日本担当総務本部長に就任

平成20年６月　当社監査役に就任（現任）

（注）5 －

    計 　 77

　（注）１．監査役樋田孝則、山崎邦子、山田拓幸及び松野泰造は、会社法第２条16号に規定する社外監査役であります。

　２．平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

　３．平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　４．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　５．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

  コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、企業価値の継続的な向上を目指し、健全で透明性の高い経営が実現できるよう、経営体制や経営組織、経営シ

ステムを整備し必要な施策を実施していくことが、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方であると認識

しており、経営上の重要課題のひとつであると位置づけております。

①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

イ　会社の機関の内容

　当社は、監査役制度を採用しており、また経営の迅速化、事業構造改革推進、監督機能の強化を図る体制として、

執行役員制度を採用しております。取締役会は、代表取締役社長を含む取締役５名体制であり、取締役会が決定

した経営方針、戦略に従って、執行役員等が一部権限委譲を受け、業務執行の迅速化と責任の明確化を図ってお

ります。

ロ　会社の機関・内部統制システムの関係

　会社の機関と内部統制システムの関係の模式図は次のとおりであります。（提出日現在）

（注）当社は、企業経営及び日常の業務に関して、必要に応じて、弁護士など複数の専門家から、経営判断上の参考とするためのアドバイス

を受ける体制を取っております。

ハ　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

１. 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ａ.　コンプライアンス体制を確立しその徹底を図るため、総務部内にコンプライアンス担当者を置き、コンプ

ライアンス基本方針に基づき、法令・定款の遵守を最優先課題としてグループ全体に徹底を図り、随時モ

ニタリングを行う。

　また、内部監査部門による監査、内部通報制度により不祥事の早期発見及び予防に努める。

ｂ.　財務報告の適正性を確保するため、財務報告に係る内部統制を構築する。また、その体制の整備・運用状況

を定期的に評価し維持・改善に努める。

ｃ.　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、これを断固とし

て排除する。
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２． 株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制

ａ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報は、文書管理規程に基づき、適切に保存及び管理する。

 ｂ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

 事業活動全般にわたり生じ得る様々なリスクのうち、経営戦略上のリスクについては、事前に関連事

業においてリスクの分析やその対応策の検討を行い、必要に応じて幹部会議、取締役会において審議を

行う。

 またリスク管理基本方針に基づき、部門毎にリスクの所在・種類等を的確に把握し、リスク管理の徹

底を図る。

ｃ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

  経営の迅速化、事業構造改革推進、監督機能の強化を図るため、業務執行権限の一部を執行役員等に委

譲する。

  また、緊急かつ全社的に重要な影響を及ぼす事項については、多面的かつ慎重な検討を加えるため、取

締役・監査役・執行役員等使用人による幹部会議を必要に応じて開催し、取締役会に諮問又は報告す

る。

 ｄ．当会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

 当社グループの企業価値の向上を図るため、また社会的責任を全うするために、グループ経営理念に

基づきグループ各社の管理規程の一元化と事業の総括的管理を行い、グループ間の指揮・命令、意思疎

通の連携を密にし、指導・助言・評価を行いながらグループ全体の業務の適正を図っていく。

ｅ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制

 　現時点では、監査役の職務を補助する使用人を設置しないが、監査役が求めた場合には、設置する。

ｆ．前号(e)の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の職務を補助する使用人を設置することになった場合には、補助使用人の数および人事異動・

懲戒につき監査役会の同意を得るなど、取締役からの独立性を確保する体制とする。

ｇ. 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

　取締役及び使用人は、グループ各社に著しい損害を及ぼす恐れや事実の発生、信用を著しく失墜させる

事態、内部管理の体制・手続等に関する重大な欠陥や問題、法令違反等の不正行為や重大な不当行為な

どについて、書面もしくは口頭にて監査役に報告することとする。

  また、監査役は必要に応じ、いつでも取締役及び使用人に報告を求めることが出来ることとする。

ｈ. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

  代表取締役と監査役との会合を随時開催し、会社が対処すべき課題、会社を取り巻くリスクのほか、監

査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見交換を図る。

 ニ　内部監査及び監査役監査の状況

・ 内部監査については、内部監査室が設置されており、人員は４名であります。

・ 監査役監査については、常勤監査役が中心となり実施しております。（常勤１名、非常勤３名（全員社外監査

役））取締役会その他重要な会議に出席し、法令・定款違反や株主利益を侵害する事実の有無、内部統制シ

ステムの機能状況等について重点的に監査を実施しております。

・ 内部監査室と監査役との情報交換は、相互の監査報告等により随時行っております。
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ホ　会計監査の状況

・ 当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名は、高木勇と山田茂善の２名であり、それぞれ太陽ＡＳＧ

有限責任監査法人の代表社員であります。また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士11名、会計

士補等９名であります。

・ 会計監査人と、監査役との情報交換は、会計監査人による監査報告会や会計監査人の監査役会への出席等に

より随時行っております。

 へ　社外監査役との関係

　当社との利害関係はありません。

②リスク管理体制の整備の状況

　当社は、事業活動全般にわたり生じ得る様々なリスクのうち、経営戦略上のリスクについては、事前に関連事業に

おいてリスクの分析やその対応策の検討を行い、必要に応じて幹部会議、取締役会において審議を行っておりま

す。

　また、部門毎にリスクの所在・種類等を的確に把握し、リスク管理の徹底を図っております。

③役員報酬の内容　

役員報酬

取締役　６名 　73百万円

監査役　５名 　24百万円（うち社外　４名　21百万円）

（注）1. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

2．上記の取締役および監査役の員数、報酬等の総額には、平成20年６月27日開催の第60回定時株主総会終

結の時をもって退任した取締役１名および監査役１名の在任中の報酬等の総額が含まれております。

3．上記報酬等の額には役員退職慰労引当金の当期増加額（取締役５名に対し16百万円、監査役４名に対

し２百万円）が含まれております。

④取締役の定数

　当社の取締役は、６名以内とする旨を定款に定めております。

⑤取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によ

らないものとする旨も定款に定めております。

⑥株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

イ　当社は、自己の株式の取得について、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定に

より、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

ロ　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎

年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

⑦株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めておりま

す。

　これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的と

するものであります。

EDINET提出書類

株式会社電響社(E02666)

有価証券報告書

24/84



（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 － － 30 1

連結子会社 － － － －

計 － － 30 1

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、デューデリジェンス業務でありま

す。

④【監査報酬の決定方針】

　特に定めておりません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月

31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表については、

太陽ＡＳＧ監査法人により監査を受け、当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の連結財務

諸表及び当事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の財務諸表については、太陽ＡＳＧ有限責任監

査法人により監査を受けております。

　なお、太陽ＡＳＧ監査法人は、平成20年７月15日付をもって、法人組織を有限責任監査法人へ移行し、名称を太陽ＡＳ

Ｇ有限責任監査法人に変更しております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,663 4,175

受取手形及び売掛金 4,349 3,961

有価証券 737 255

たな卸資産 2,124 －

商品及び製品 － 2,334

仕掛品 － 6

原材料及び貯蔵品 － 2

繰延税金資産 144 82

その他 689 810

貸倒引当金 △31 △21

流動資産合計 11,678 11,607

固定資産

有形固定資産

建物 1,650 1,528

減価償却累計額 △1,105 △1,040

建物（純額） 545 488

車両運搬具 6 6

減価償却累計額 △4 △5

車両運搬具（純額） 2 1

工具、器具及び備品 215 212

減価償却累計額 △154 △172

工具、器具及び備品（純額） 61 39

土地 2,071 2,014

建設仮勘定 － 5

有形固定資産合計 2,680 2,548

無形固定資産

のれん 322 304

その他 28 23

無形固定資産合計 351 328

投資その他の資産

投資有価証券 3,326 2,289

長期貸付金 0 0

賃貸固定資産 5,262 5,351

減価償却累計額 △1,836 △1,958

賃貸固定資産（純額） 3,425 3,393

長期預金 3,400 3,200

繰延税金資産 63 145

その他 441 455

貸倒引当金 △86 △86

投資その他の資産合計 10,570 9,397

固定資産合計 13,603 12,274

資産合計 25,281 23,881
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,738 2,250

短期借入金 1,150 900

未払法人税等 50 15

未払消費税等 26 28

賞与引当金 116 105

役員賞与引当金 29 6

その他 227 194

流動負債合計 4,338 3,502

固定負債

繰延税金負債 54 －

退職給付引当金 226 330

役員退職慰労引当金 109 74

預り保証金 218 220

固定負債合計 609 625

負債合計 4,947 4,127

純資産の部

株主資本

資本金 2,644 2,644

資本剰余金 2,560 2,560

利益剰余金 15,464 15,111

自己株式 △342 △389

株主資本合計 20,327 19,927

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 6 △173

評価・換算差額等合計 6 △173

純資産合計 20,333 19,754

負債純資産合計 25,281 23,881
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 28,503 27,957

売上原価 24,294 23,586

売上総利益 4,209 4,371

販売費及び一般管理費

販売費 2,421 2,573

一般管理費 2,182 1,980

販売費及び一般管理費合計 ※1
 4,604

※1
 4,553

営業損失（△） △394 △182

営業外収益

受取利息 118 86

受取配当金 67 52

仕入割引 513 513

投資不動産賃貸料 283 272

為替差益 － 81

その他 92 62

営業外収益合計 1,077 1,069

営業外費用

支払利息 20 18

売上割引 122 125

賃貸固定資産減価償却費 54 －

不動産賃貸原価 － 118

為替差損 6 －

その他 23 4

営業外費用合計 227 266

経常利益 454 620

特別利益

有価証券売却益 176 －

償却債権取立益 0 0

固定資産売却益 － ※2
 31

貸倒引当金戻入額 － 9

特別利益合計 176 41

特別損失

減損損失 ※3
 131 －

固定資産除却損 ※4
 10

※4
 12

投資有価証券評価損 0 338

投資有価証券償還損 － 247

貸倒引当金繰入額 70 0

貸倒損失 40 －

特別損失合計 252 598

税金等調整前当期純利益 378 63

法人税、住民税及び事業税 263 26

法人税等調整額 95 46

法人税等合計 359 72

当期純利益又は当期純損失（△） 19 △9
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,644 2,644

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,644 2,644

資本剰余金

前期末残高 2,560 2,560

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,560 2,560

利益剰余金

前期末残高 15,829 15,464

当期変動額

剰余金の配当 △383 △343

当期純利益又は当期純損失（△） 19 △9

当期変動額合計 △364 △352

当期末残高 15,464 15,111

自己株式

前期末残高 △293 △342

当期変動額

自己株式の取得 △48 △47

当期変動額合計 △48 △47

当期末残高 △342 △389

株主資本合計

前期末残高 20,740 20,327

当期変動額

剰余金の配当 △383 △343

当期純利益又は当期純損失（△） 19 △9

自己株式の取得 △48 △47

当期変動額合計 △413 △400

当期末残高 20,327 19,927
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 880 6

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△873 △179

当期変動額合計 △873 △179

当期末残高 6 △173

純資産合計

前期末残高 21,621 20,333

当期変動額

剰余金の配当 △383 △343

当期純利益又は当期純損失（△） 19 △9

自己株式の取得 △48 △47

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △873 △179

当期変動額合計 △1,287 △579

当期末残高 20,333 19,754
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 378 63

減価償却費 134 113

減損損失 131 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 70 △10

賞与引当金の増減額（△は減少） △22 △10

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △5 △22

退職給付引当金の増減額（△は減少） 64 103

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △60 △35

受取利息及び受取配当金 △186 △139

支払利息 20 18

投資有価証券評価損益（△は益） 0 338

投資有価証券償還損益（△は益） 1 247

投資有価証券売却損益（△は益） △197 △0

為替差損益（△は益） 6 △81

固定資産除却損 5 8

有形固定資産売却損益（△は益） － △31

売上債権の増減額（△は増加） 1,313 388

たな卸資産の増減額（△は増加） △263 △219

その他の流動資産の増減額（△は増加） △61 △121

のれん償却額 17 17

その他の固定資産の増減額（△は増加） △85 △14

仕入債務の増減額（△は減少） △164 △487

未払消費税等の増減額（△は減少） △2 1

その他の流動負債の増減額（△は減少） △16 △35

預り保証金の増減額（△は減少） △218 2

小計 860 95

利息及び配当金の受取額 187 140

利息の支払額 △20 △18

法人税等の支払額 △490 △58

営業活動によるキャッシュ・フロー 536 157

投資活動によるキャッシュ・フロー

積立預金の預入による支出 △216 △216

積立預金の払戻による収入 216 216

定期預金の預入による支出 － △300

定期預金の払戻による収入 － 500

有形固定資産の取得による支出 △58 △12

有形固定資産の売却による収入 － 93

無形固定資産の取得による支出 － △0

投資有価証券の取得による支出 △224 △125

投資有価証券の償還による収入 100 757

投資有価証券の売却による収入 237 0

その他 － 0

投資活動によるキャッシュ・フロー 54 912
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △100 △250

長期借入金の返済による支出 △55 －

配当金の支払額 △383 △343

自己株式の取得による支出 △48 △47

財務活動によるキャッシュ・フロー △587 △640

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 81

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3 511

現金及び現金同等物の期首残高 3,570 3,573

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 3,573

※1
 4,085
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     【継続企業の前提に関する注記】

　該当事項はありません。
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．連結の範囲に関する事

項

(1）連結子会社の数　　３社
大和無線電器㈱

㈱システム機器センター

㈱響和

(1）連結子会社の数　　３社
大和無線電器㈱

㈱システム機器センター

㈱響和

 (2）非連結子会社の数
　該当事項はありません。

(2）非連結子会社の数
同左

２．持分法の適用に関する

事項

　該当事項はありません。 同左

３．連結子会社の事業年度

等に関する事項

　連結子会社の決算日は下記を除いて連結

決算日（毎３月末日）と同一であります。

決算日　　　　法人名

３月20日　　　㈱響和
　なお、連結財務諸表の作成にあたっては、

上記㈱響和の、３月20日の本決算に基づく
財務諸表を使用しております。ただし、連

結決算日との間に重要な取引が生じた場

合には、連結上必要な調整を行っておりま

す。

同左

４．会計処理基準に関する

事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法
有価証券

満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

その他有価証券

（時価のあるもの）

連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法
有価証券

満期保有目的の債券

同左

その他有価証券

（時価のあるもの）

同左

 （時価のないもの）

　移動平均法による原価法

（時価のないもの）

同左
 たな卸資産

主として月別移動平均法による低価

法

たな卸資産

当社及び国内連結子会社は主とし

て月別移動平均法による原価法（貸

借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

（会計方針の変更）

当連結会計年度より「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号　平成18年７月５日公表
分）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産

　定率法を採用しております。（ただ

し、平成10年４月１日以降に取得した
建物（建物附属設備を除く。）につい

ては定額法によっております。）

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　31～38年

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。（ただ

し、平成10年４月１日以降に取得した
建物（建物附属設備を除く。）につい

ては定額法によっております。）

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　31～38年
 (会計方針の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、当連結会計年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した
有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。

　これにより営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益は、それぞれ

０百万円減少しております。

 

 (追加情報）
　当社及び国内連結子会社は、法人税

法改正に伴い、平成19年３月31日以前
に取得した資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％に到達し

た連結会計年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しており

ます。

　これにより営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益がそれぞれ

３百万円減少しております。

 

 無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 賃貸固定資産

　定率法を採用しております。（ただ

し、平成10年４月１日以降に取得した
建物（建物附属設備を除く。）につい

ては定額法によっております。）

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　31～47年

賃貸固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。（ただ

し、平成10年４月１日以降に取得した
建物（建物附属設備を除く。）につい

ては定額法によっております。）

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　31～47年
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 (会計方針の変更）
　当社及び国内連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、当連結会計年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した
賃貸固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。

　これにより営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益は、それぞれ

０百万円減少しております。

 

 (追加情報）
　当社及び国内連結子会社は、法人税

法改正に伴い、平成19年３月31日以前
に取得した資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％に到達し

た連結会計年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しており

ます。

　これにより営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益がそれぞれ

２百万円減少しております。

 

 ―――――― 　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。

　なお、リース取引開始日が適用初年

度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理を適用しております。
 (3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(3）重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、将来の支給見込額のう

ち当連結会計年度の負担額を計上し

ております。

②　賞与引当金

同左

 ③　役員賞与引当金

　役員に対する賞与支給に充てるた

め、支給見込額を計上しております。

③　役員賞与引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 ④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の残高に基づき計上

しております。

④　退職給付引当金

同左

 ⑤　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えて、

内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。

⑤　役員退職慰労引当金

同左

 (4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通
貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通
貨への換算基準

同左

 (5）重要なリース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

(5）重要なリース取引の処理方法

――――――

 (6）重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法

　通貨スワップについては、振当処理

の要件を満たしているので振当処理

を、金利スワップについては特例処理

の要件を満たしているので特例処理

を採用しております。

(6）重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法

同左

 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段…通貨スワップ、金利

スワップ

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段…同左

 ｂ．ヘッジ対象…外貨建満期保有目

的の債券

ｂ．ヘッジ対象…同左

 ハ．ヘッジ方針

　為替変動リスク及び金利リスクの回

避のため対象債券のヘッジを行って

おります。

ハ．ヘッジ方針

同左

 ニ．ヘッジ有効性評価の方法

　スワップ取引は振当処理または特例

処理の要件を満たしているので有効

性の評価を省略しております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (7）その他連結財務諸表作成のための基本
となる重要な事項

①　消費税等の会計処理方法

　税抜方式を採用しております。

(7）その他連結財務諸表作成のための基本
となる重要な事項

①　消費税等の会計処理方法

同左

５．連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項

連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用してお

ります。

同左

６．のれんの償却に関する

事項

のれんは20年で均等償却しております。 同左

７．連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資

金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

――――――――――― （リース取引に関する会計基準の適用）

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日

改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用して

おります。

これによる損益に与える影響はありません。

    【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　――――――――

　

　（連結貸借対照表）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年8月7日　内閣府令

第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度におい

て、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連結

会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び

貯蔵品」に区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商

品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞ

れ2,093百万円、27百万円、３百万円となっております。

　（連結損益計算書）

　前連結会計年度まで営業外費用において区分掲記してい

た「賃貸固定資産減価償却費」及び営業外費用の「その

他」に含まれていた賃貸固定資産に係る修繕費等は、賃貸

固定資産に係る内容を明確にするため当連結会計年度よ

り「不動産賃貸原価」として表示しております。

　なお、前連結会計年度に営業外費用の「その他」に含ま

れていた賃貸固定資産に係る修繕費等の金額は10百万円

であります。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

　１．受取手形から控除されている裏書譲渡手形は125

百万円です。

　１．受取手形から控除されている裏書譲渡手形は53百

万円です。

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１．販売費のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

※１．販売費のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

販売促進費     482百万円

配送費 1,079

給料手当 674

販売促進費        608百万円

配送費 1,131

給料手当 664

　一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

　一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

給料手当  683百万円

賞与引当金繰入額 116

役員賞与引当金繰入額 29

役員退職慰労引当金繰入額 16

退職給付費用 133

福利厚生費 197

消耗品費 54

減価償却費 80

給料手当     626百万円

賞与引当金繰入額 105

役員賞与引当金繰入額 6

役員退職慰労引当金繰入額 19

退職給付費用 156

福利厚生費 188

消耗品費 55

減価償却費 59

２．　　　　　　――――――――― ※２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 賃貸固定資産（土地）      31百万円

※３．減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて、減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 その他

 新潟市東区 営業 土地 事務所・倉庫

 仙台市宮城野区 賃貸 土地 貸事務所

 熊本県熊本市 賃貸 土地 貸事務所

　
当社グループは、営業資産については営業拠点別に、

賃貸固定資産については賃貸物件別にグルーピングを

行っております。

時価が著しく下落していた営業物件及び賃貸物件に

係る土地３件について、帳簿価額を正味売却価額まで減

額し、当該減少額を減損損失(131百万円）として特別損

失に計上いたしました。 

なお、正味売却価額は、固定資産税評価額及び路線価

を合理的に調整した価額により評価しております。 

　

３．　　　　　　―――――――――

※４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

器具備品     0百万円

賃貸固定資産       9百万円

計       10百万円

建物      0百万円

工具、器具及び備品     0百万円

賃貸固定資産        12百万円

計         12百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 13,330 － － 13,330

合計 13,330 － － 13,330

自己株式     

普通株式（注） 529 70 － 600

合計 529 70 － 600

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加70千株は、市場買付による増加65千株と、単元未満株式の買取りによる増加５

千株によるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 192 15 平成19年３月31日 平成19年６月29日

平成19年11月16日

取締役会
普通株式 191 15 平成19年９月30日 平成19年12月10日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 216 利益剰余金 17 平成20年３月31日 平成20年６月30日

 （注）１株当たり配当額17円には、記念配当２円が含まれております。

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 13,330 － － 13,330

合計 13,330 － － 13,330

自己株式     

普通株式（注） 600 92 － 692

合計 600 92 － 692

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加92千株は、市場買付による増加86千株と、単元未満株式の買取りによる増加６

千株によるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 216 （注）　　17 平成20年３月31日 平成20年６月30日
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年11月７日

取締役会
普通株式 127 10 平成20年９月30日 平成20年12月10日

 （注）１株当たり配当額17円には、記念配当２円が含まれております。

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 126 利益剰余金 10 平成21年３月31日 平成21年６月29日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目と金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目と金額との関係

（平成20年３月31日現在） （平成21年３月31日現在）
 （百万円）

現金及び預金勘定 3,663

積立預金 △90

現金及び現金同等物 3,573

 （百万円）

現金及び預金勘定 4,175

積立預金 △90

現金及び現金同等物 4,085
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（リース取引関係）

　

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 3 1 1

合計 3 1 1

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 0百万円

１年超 0百万円

合計 1百万円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 0百万円

減価償却費相当額 0百万円

支払利息相当額 0百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

２. オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 2百万円

１年超 7百万円

合計 9百万円

（減損損失について）

 リース資産に配分された減損損失はありません。

１. ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

該当事項はありません。

（イ）無形固定資産

該当事項はありません。

②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４.会計処理基準に関する事項（2）重要な減価償却

資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており、その内容は次のとおりで

あります。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 3 2 0

合計 3 2 0

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 0百万円

１年超 －百万円

合計 0百万円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 0百万円

減価償却費相当額 0百万円

支払利息相当額 0百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

２. オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 3百万円

１年超 8百万円

合計 11百万円
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

 種類

前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

時価(百万円) 差額(百万円)
連結貸借対照
表計上額
（百万円）

時価(百万円) 差額(百万円)

時価が連結貸借対

照表計上額を超え

るもの

国債・地方債等 － － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

小計 － － － － － －

時価が連結貸借対

照表計上額を超え

ないもの

国債・地方債等 － － － － － －

社債 255 220 △34 255 208 △46

その他 － － － － － －

小計 255 220 △34 255 208 △46

合計 255 220 △34 255 208 △46

２．その他有価証券で時価のあるもの

 種類

前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額(百万円)
取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額(百万円)

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

株式 1,450 2,043 592 625 885 259

債券       

国債・地方債等 － － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

その他 13 13 0 10 10 0

小計 1,463 2,056 592 635 895 259

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

株式 （注1)623  443 △180 （注2)1,282  927 △355

債券       

国債・地方債等 － － － － － －

社債 954 737 △216 － － －

その他 － － － － － －

その他 552 519 △33 505 414 △91

小計 2,130 1,700 △430 1,788 1,341 △446

合計 3,594 3,757 162 2,423 2,236 △186

３．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

売却額(百万円) 売却益の合計
（百万円）

売却損の合計
（百万円）

売却額(百万円) 売却益の合計
（百万円）

売却損の合計
（百万円）

236 195 － 0 0 －

４．時価評価されていない主な有価証券の内容

 
前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券   
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前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 52 52

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 

前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）

１年以内
（百万円）

１年超５年
以内
（百万円）

５年超10年
以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１年以内
（百万円）

１年超５年
以内
（百万円）

５年超10年
以内
（百万円）

10年超
（百万円）

債券         

国債・地方債等 － － － － － － － －

社債 737 255 － － 255 － － －

その他 － － － － － － － －

その他 － 376 － － － － － －

合計 737 632 － － 255 － － －

　（注）１．前連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損０百万円を計上しております。

２．当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損338百万円を計上しております。

なお、当該株式の減損処理にあたっては、時価が「著しく下落した」と判断するための合理的な社内基準に

基づいて行っております。

有価証券の減損に関する評価の社内基準は以下のとおりであります。

Ⅰ．市場価格または合理的に算定された価額のある有価証券の減損処理

(1）売買目的有価証券以外の有価証券（子会社株式及び関連会社株式を含む）のうち、市場価格または合理

的に算定された価額（すなわち時価）のあるものについて、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて50％以

上下落したときは、回復する見込みがあると認められる場合を除き当該時価をもって貸借対照表価額と

し、評価差額を当期の損失として処理する。

　なお、その他有価証券については、減損処理の基礎となった時価により帳簿価額を付け替えて取得原価を

修正し、以後当該修正後の取得原価と毎期末の時価とを比較して評価額を算定する。

(2）取得原価に比べて時価が30％以上50％未満下落している有価証券の評価減については、時価がおおむね

１年以内に取得原価にほぼ近い水準にまで回復する見込みが有るかどうかの判定によることとし、判定の

基準は次のとおりとする。

①　市場価格のある株式……個別銘柄で時価が２年間にわたり取得原価に比べて30％以上50％未満下落し

た状態にある場合や、発行会社が債務超過の状態にある場合、または２期連

続で損失を計上しており、翌期もそのように予想される場合には、回復する

見込みがあるとは認められない。

②　市場価格のある債券……格付の著しい低下があった場合など信用リスクの増大に起因して、時価が２

年間にわたり取得原価に比べて30％以上50％未満下落した状態にある場合

は、回復する見込みがあるとは認められない。

　この基準により回復する見込みがあるとは認められないと判定した場合は、期末に当該銘柄の時価に減額

し、差額は当期の損失として処理する。

Ⅱ．市場価格のない有価証券の減損処理

　市場価格のない株式は、取得原価をもって貸借対照表価額とする。当該株式の発行会社の財政状態の悪化に

より、実質価額が著しく低下したときは減損処理を行い、評価差額は当期の損失として処理する。

　財政状態の悪化とは、１株当たりの純資産が、当該株式を取得したときのそれと比較して、50％以上下回っ

ている場合をいう。

　また、時価のない債券の貸借対照表価額は、債権の貸借対照表価額に準ずるとされているため、当該債券に

ついては償却原価法を適用した上で、債権の貸倒見積高の算定方法に準じて信用リスクに応じた償還不能見

積高を算定し、会計処理を行う。
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

①　取引の内容

　利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替

予約取引等、金利関連では金利スワップ取引でありま

す。

①　取引の内容

同左

②　取引に対する取組方針

　デリバティブ取引は、将来の為替・金利変動によるリ

スク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。

②　取引に対する取組方針

同左

③　取引の利用目的

　デリバティブ取引は、通貨関連では外貨建満期保有目

的の債券の為替変動を回避し安定的な利益の確保を図

る目的で、また、金利関連では将来の金利市場における

変動リスクを回避する目的で利用しております。

　また、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。 

③　取引の利用目的

同左

イ．ヘッジ会計の方法

　通貨スワップについては、振当処理の要件を満たし

ているので振当処理を、金利スワップについては特例

処理の要件を満たしているので特例処理を採用して

おります。

 

 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段…通貨スワップ、金利スワップ

ｂ．ヘッジ対象…外貨建満期保有目的の債券 

 

ハ．ヘッジ方針

　為替変動リスク及び金利リスクの回避のため対象債

券のヘッジを行っております。

 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

　スワップ取引は振当処理または特例処理の要件を満

たしているので有効性の評価を省略しております。

 

④　取引に係るリスクの内容

　全てヘッジ会計を適用しているため、取引に係るリス

クはないと認識しております。

④　取引に係るリスクの内容

同左

⑤　取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行、管理については経理部で

行っており、必ず決裁者の承認を得て行っております。

⑤　取引に係るリスク管理体制

同左

２．取引の時価に関する事項

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　全てヘッジ会計を適用しているため、デリバティブ取引

の契約額等、時価及び評価損益の状況の記載は省略してお

ります。

同左
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要
　当社グループは、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び適格退職年金制度等を併用しております。
　当社の勤続年数10年以上の従業員に対する退職金制度を昭和46年６月１日より100％適格退職年金制度に移
行しました。また、当社の勤続年数10年未満の従業員に対しては退職一時金制度を採用しております。
　当社グループは、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。
　なお、連結子会社の大和無線電器㈱において、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に
関する事項は次のとおりであります。
（1）制度全体の積立状況に関する事項（平成21年３月31日現在）

 （当連結会計年度）
（平成21年３月31日）

　
　年金資産の額
年金財政計算上の給付債務の額
差引額

百万円
194,286
226,155
△31,868

（2）制度全体に占める大和無線電器㈱の掛金拠出割合
当連結会計年度 0.16％ （自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（3）補足説明
　上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高23,265百万円であります。本制度にお
ける過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であり、大和無線電器㈱は、連結財務諸表上、特別掛
金を当連結会計年度３百万円費用処理しております。

２．退職給付債務に関する事項
 （前連結会計年度）

（平成20年３月31日現在）
（当連結会計年度）

（平成21年３月31日現在）
　
①　退職給付債務
②　年金資産
③　未積立退職給付債務＝①＋②
④　会計基準変更時差異の未処理額
⑤　退職給付引当金

※　総合設立型厚生年金基金の年金資産の
額(連結子会社大和無線電器㈱による
ものであります。）

百万円
△737

511
△226
－

△226

320

百万円
△683

353
△330
－

△330

－

　（注）　掛金の拠出割合により算出しております。

３．退職給付費用に関する事項
①　勤務費用
②　過去勤務債務の費用処理額
③　会計基準変更時差異の費用処理額

計

※　総合設立型厚生年金基金への拠出額
（連結子会社大和無線電器㈱による
ものであります。）

    　    133百万円
－
－

133

1

 

　
①　勤務費用
②　総合設立型厚生年金基金への拠出額

計

     　   百万円
151

4
156

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
①　会計基準変更時差異の処理年数
②　過去勤務債務の額の処理年数

 　　１年
 　　１年

 　　 １年
 　　 １年
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度

（平成20年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成21年３月31日現在）
繰延税金資産（流動）

賞与引当金

未払事業税

棚卸資産評価損

貸倒引当金繰入超過

繰越欠損金

その他有価証券評価差額金

その他

小計

評価性引当額

計

　繰延税金負債（流動）

　還付事業税

　計

繰延税金資産（流動）の純額　

　

繰延税金資産（固定）

貸倒引当金繰入超過

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

投資有価証券評価損

減損損失

その他有価証券評価差額金

その他

小計

評価性引当額

計

繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金

圧縮積立金

計

繰延税金資産（固定）の純額

百万円

47

4

5

7

－

87

25

178

△34

144

 

－

－

144

 

 

33

93

44

15

219

－

0

407

△159

248

 

△154

△85

△239

8

百万円

43

－

6

35

42

－

22

149

△61

88

 

△5

△5

82

 

 

2

134

30

29

91

56

0

344

△117

227

 

－

△81

△81

145

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成21年３月31日現在）
法定実効税率

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない

項目

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目

延滞税等

住民税均等割等

評価性引当額

のれん償却の税効果不適用 

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

　　40.6％

 

5.0

△3.7

－

4.2

46.1

1.9

0.8

94.9

40.6％

 

8.3

△14.9

1.8

24.9

40.8

11.5

1.6

114.7
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

 
電気商品卸
販売事業
（百万円）

電子部品販
売事業
（百万円）

電気関連シ
ステム化事
業
（百万円）

不動産管理
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        

 売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 27,111 976 402 12 28,503 － 28,503

(2）セグメント間の内部売上高又
は振替高

148 － 1 12 161 (161) －

計 27,259 976 404 24 28,665 (161) 28,503

 営業費用 27,695 952 396 19 29,063 (164) 28,898

 営業利益又は営業損失（△） △435 24 7 5 △397 2 △394

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び
資本的支出

       

 資産 16,101 394 254 89 16,839 8,441 25,281

 減価償却費 80 － － － 80 53 134

 減損損失 108 － － － 108 22 131

 資本的支出 24 － － － 24 14 38

　（注）１．事業の区分方法

　事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品又は事業内容

電気商品卸販売事業
家庭用調理機器、浄水器、シェーバー、ヘアードライヤー、マッサージ機、オイ

ルヒーター、電子カーペット、ガスコンロ、照明器具等、住居生活関連商品

電子部品販売事業  コンデンサー、スイッチング電源、コネクター、抵抗等

電気関連システム化事業 ビル防犯機器、インターホン設備機器等の販売及び設計施工

不動産管理事業 営業設備及び賃貸設備の土地、建物の管理、損害保険代理業等

３. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用

該当事項はありません。

４. 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は8,441百万円であり、その主なものは、当社での余資

運用資産（長期預金、投資有価証券）及び賃貸固定資産であります。

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

 
電気商品卸
販売事業
（百万円）

電子部品販
売事業
（百万円）

電気関連シ
ステム化事
業
（百万円）

不動産管理
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        

 売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 26,657 913 374 12 27,957 － 27,957

(2）セグメント間の内部売上高又
は振替高

393 － 4 12 409 (409) －

計 27,050 913 378 24 28,367 (409) 27,957

 営業費用 27,253 901 380 14 28,549 (409) 28,139

 営業利益又は営業損失（△） △202 11 △1 10 △182 0 △182

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び
資本的支出
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電気商品卸
販売事業
（百万円）

電子部品販
売事業
（百万円）

電気関連シ
ステム化事
業
（百万円）

不動産管理
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円）

連結
（百万円）

 資産 15,916 261 246 94 16,518 7,362 23,881

 減価償却費 60 － － － 60 53 113

 資本的支出 3 － － － 3 4 7

　（注）１．事業の区分方法

　事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品又は事業内容

電気商品卸販売事業
家庭用調理機器、浄水器、シェーバー、ヘアードライヤー、マッサージ機、オイ

ルヒーター、電子カーペット、ガスコンロ、照明器具等、住居生活関連商品

電子部品販売事業  コンデンサー、スイッチング電源、コネクター、抵抗等

電気関連システム化事業 ビル防犯機器、インターホン設備機器等の販売及び設計施工

不動産管理事業 営業設備及び賃貸設備の土地、建物の管理、損害保険代理業等

３. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用

該当事項はありません。

４. 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は7,362百万円であり、その主なものは、当社での余資

運用資産（長期預金、投資有価証券）及び賃貸固定資産であります。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自平成20年４月１日　至
平成21年３月31日）
　本邦以外に連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自平成20年４月１日　至
平成21年３月31日）
　海外売上高がないため、該当事項はありません。

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）
　該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）
　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額         1,597.33円
１株当たり当期純利益金額            1.50円

１株当たり純資産額         1,563.15円
１株当たり当期純損失金額          0.73円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） 19 △9

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円）
19 △9

期中平均株式数（千株） 12,790 12,703

（重要な後発事象）

前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

――――――――――― （梶原産業株式会社の全株式の取得と子会社化について）

 当社は、平成21年３月６日開催の取締役会において、梶
原産業株式会社の全株式を取得し子会社とする「株式譲

渡契約」を同日に締結することについて決議し、平成21
年４月１日に全株式を取得いたしました。

 なお、本件の概要は次のとおりであります。

１．株式取得の理由

 当社は家庭用品卸売業界内で歴史のある梶原産業株式

会社との統合により、同社が取り扱う非家電商品の拡充、

営業地域・販売等の効率的な規模の拡大及び物流コスト

や管理コスト削減などの実現が可能と考えております。

これにより、連結グループ業績の一層の拡大を図ること

ができると考えております。
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前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 ２．株式取得の相手会社の名称

　(１)商号 梶原産業株式会社　

　(２)代表者 代表取締役社長　梶原雅洋　

　(３)本店所在地
大阪府東大阪市荒本北３丁目３

番３号　

　(４)事業内容 家庭用品卸売業　

３．買収する会社の概要　

　（平成20年８月31日現在）

　(１)商号 梶原産業株式会社　

　(２)代表者 代表取締役社長　梶原雅洋　

　(３)本店所在地
大阪府東大阪市荒本北３丁目３

番３号　

　(４)設立年月日 昭和35年12月20日

　(５)事業内容 家庭用品卸売業　

　(６)決算期 ８月31日

　(７)従業員数 102名

　(８)資本金 60百万円

　(９)発行済株式総数 家庭用品卸売業　

　(10)大株主構成及び所

有割合

従業員持株会29.7％　梶原修子

19.2％　田山岩男9.2％

(11)最近事業年度における業績の動向　

　決算期 平成20年８月期

　売上高 8,787百万円

　売上総利益 1,731百万円

　営業利益 70百万円

　経常利益 91百万円

　当期純利益 54百万円

　総資産 4,220百万円

　純資産 2,375百万円

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状

況　

(１) 取得株式数、取得前後の所有株式の状況　

　 株式数 所有割合

　取得前の所有株式数

（議決権の数）
０株（０個） ０％

　取得株式数（議決権の

数）

12,000株（

12,000個）
－

　取得後の所有株式数

（議決権の数）

12,000株（

12,000個）
100％

(２) 取得価額　　
　　2,040百万円　

５．取得資金の調達方法

自己資金及び借入金
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

 短期借入金 1,150 900 1.01 －

 １年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

 １年以内に返済予定のリース債務 － － － － 

 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － － 

 リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － － 

 その他有利子負債 － － － － 

合計 1,150 900 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　２．当該借入金は、連結子会社大和無線電器㈱のものであります。

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 
第１四半期

自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

第２四半期
自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

第３四半期
自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

第４四半期
自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日

売上高 （百万円） 6,044 6,828 10,186 4,897

税金等調整前四半期純利

益金額又は税金等調整前

四半期純損失金額（△）

（百万円） 73 134 383 △528

四半期純利益金額又は四

半期純損失金額（△）
（百万円） 36 68 235 △349

１株当たり四半期純利益

金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）

（円） 2.86 5.41 18.52 △27.63
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,069 3,911

受取手形 ※1
 725

※1
 773

売掛金 ※1
 2,393

※1
 2,027

有価証券 737 255

商品 1,644 －

商品及び製品 － 1,823

繰延税金資産 135 69

預け金 146 149

短期貸付金 ※1
 72

※1
 52

未収入金 304 451

前渡金 45 40

前払費用 20 17

その他 16 31

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 9,312 9,604

固定資産

有形固定資産

建物 1,336 1,212

減価償却累計額 △901 △828

建物（純額） 434 384

車両運搬具 2 2

減価償却累計額 △2 △2

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 182 179

減価償却累計額 △127 △144

工具、器具及び備品（純額） 54 34

土地 1,859 1,801

建設仮勘定 － 5

有形固定資産合計 2,348 2,226

無形固定資産

ソフトウエア 16 11

その他 5 5

無形固定資産合計 22 17
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 3,177 2,197

関係会社株式 1,139 1,139

出資金 0 0

従業員長期貸付金 0 0

長期滞留債権 0 0

賃貸固定資産 5,087 5,176

減価償却累計額 △1,832 △1,950

賃貸固定資産（純額） 3,254 3,225

保険積立金 42 43

長期預金 3,400 3,200

長期前払費用 11 10

繰延税金資産 － 84

その他 66 72

貸倒引当金 △4 △4

投資その他の資産合計 11,088 9,969

固定資産合計 13,459 12,212

資産合計 22,772 21,816

負債の部

流動負債

買掛金 1,697 1,401

未払金 97 77

未払費用 9 8

未払事業所税 6 6

未払法人税等 45 12

未払消費税等 25 15

預り金 6 5

前受金 39 12

前受収益 21 20

賞与引当金 84 72

役員賞与引当金 20 －

その他 1 1

流動負債合計 2,056 1,635

固定負債

繰延税金負債 54 －

退職給付引当金 92 191

役員退職慰労引当金 86 73

預り保証金 191 194

固定負債合計 425 459

負債合計 2,481 2,094
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,644 2,644

資本剰余金

資本準備金 2,560 2,560

資本剰余金合計 2,560 2,560

利益剰余金

利益準備金 360 360

その他利益剰余金

圧縮積立金 125 118

別途積立金 14,450 14,450

繰越利益剰余金 396 53

利益剰余金合計 15,332 14,983

自己株式 △342 △389

株主資本合計 20,195 19,798

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 94 △76

評価・換算差額等合計 94 △76

純資産合計 20,290 19,722

負債純資産合計 22,772 21,816
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 18,952 17,794

売上原価

商品期首たな卸高 1,442 1,644

当期商品仕入高 16,328 15,198

合計 17,771 16,843

商品期末たな卸高 1,644 1,823

商品売上原価 16,126 15,019

売上総利益 2,825 2,774

販売費及び一般管理費 ※1
 3,232

※1
 3,002

営業損失（△） △406 △227

営業外収益

受取利息 53 37

有価証券利息 63 44

受取配当金 74 60

仕入割引 403 395

投資不動産賃貸料 292 280

その他 86 128

営業外収益合計 972 947

営業外費用

支払利息 5 3

売上割引 41 30

賃貸固定資産減価償却費 50 －

不動産賃貸原価 － 114

為替差損 6 －

その他 13 3

営業外費用合計 118 152

経常利益 447 567

特別利益

有価証券売却益 176 －

償却債権取立益 0 0

固定資産売却益 － ※2
 31

特別利益合計 176 31

特別損失

減損損失 ※3
 131 －

固定資産除却損 ※4
 9

※4
 12

投資有価証券評価損 0 290

投資有価証券償還損 － 247

貸倒引当金繰入額 4 0

特別損失合計 146 550

税引前当期純利益 477 48

法人税、住民税及び事業税 249 11

法人税等調整額 47 43

法人税等合計 296 54

当期純利益又は当期純損失（△） 180 △6
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,644 2,644

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,644 2,644

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 2,560 2,560

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,560 2,560

資本剰余金合計

前期末残高 2,560 2,560

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,560 2,560

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 360 360

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 360 360

その他利益剰余金

圧縮積立金

前期末残高 132 125

当期変動額

圧縮積立金の取崩 △7 △6

当期変動額合計 △7 △6

当期末残高 125 118

別途積立金

前期末残高 14,450 14,450

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 14,450 14,450

繰越利益剰余金

前期末残高 592 396

当期変動額

剰余金の配当 △383 △343

当期純利益又は当期純損失（△） 180 △6

圧縮積立金の取崩 7 6

当期変動額合計 △196 △343

当期末残高 396 53
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 15,536 15,332

当期変動額

剰余金の配当 △383 △343

当期純利益又は当期純損失（△） 180 △6

圧縮積立金の取崩 － －

当期変動額合計 △203 △349

当期末残高 15,332 14,983

自己株式

前期末残高 △293 △342

当期変動額

自己株式の取得 △48 △47

当期変動額合計 △48 △47

当期末残高 △342 △389

株主資本合計

前期末残高 20,447 20,195

当期変動額

剰余金の配当 △383 △343

当期純利益又は当期純損失（△） 180 △6

自己株式の取得 △48 △47

当期変動額合計 △252 △396

当期末残高 20,195 19,798

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 906 94

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△811 △171

当期変動額合計 △811 △171

当期末残高 94 △76

評価・換算差額等合計

前期末残高 906 94

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△811 △171

当期変動額合計 △811 △171

当期末残高 94 △76

純資産合計

前期末残高 21,353 20,290

当期変動額

剰余金の配当 △383 △343

当期純利益又は当期純損失（△） 180 △6

自己株式の取得 △48 △47

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △811 △171

当期変動額合計 △1,063 △568

当期末残高 20,290 19,722
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【継続企業の前提に関する注記】

該当事項はありません。
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【重要な会計方針】

 

前事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

当事業年度

（自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

有価証券

子会社株式

移動平均法による原価法

有価証券

子会社株式

同左

 満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

満期保有目的の債券

同左

 その他有価証券

（時価のあるもの）

期末決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

その他有価証券

（時価のあるもの）

同左

 （時価のないもの）

移動平均法による原価法

（時価のないもの）

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

　月別移動平均法による低価法を採用して

おります。

月別移動平均法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用しており

ます。

（会計方針の変更）

当事業年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号　平

成18年７月５日公表分）を適用しており

ます。

これによる損益に与える影響はありま

せん。

３．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　31～38年

有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　31～38年
 (会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度

より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変

更しております。

　これにより営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益は、それぞれ０百万

円減少しております。
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前事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

当事業年度

（自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日）

 (追加情報）

　法人税法改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しており

ます。

　これにより営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益がそれぞれ２百万

円減少しております。

 

 無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に

基づいております。

無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 賃貸固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　31～47年

賃貸固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　31～47年
 (会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度

より、平成19年４月１日以降に取得し

た賃貸固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変

更しております。

　これにより営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益は、それぞれ０百万

円減少しております。

 

 (追加情報）

　法人税法改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しており

ます。

　これにより営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益がそれぞれ２百万

円減少しております。
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前事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

当事業年度

（自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日）

 ―――――― 　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。

　なお、リース取引開始日が適用初年

度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理を適用しております。

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

同左

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、将来の支給見込額のうち当

期の負担額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

 (3）役員賞与引当金

　役員に対する賞与支給に充てるた

め、支給見込額を計上しております。

(3）役員賞与引当金

同左

 (4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

の残高に基づき、計上しております。

(4）退職給付引当金

同左

 (5）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えて、内

規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

(5）役員退職慰労引当金

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

――――――
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前事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

当事業年度

（自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日）

７．ヘッジ会計の方法 イ．ヘッジ会計の方法

　通貨スワップについては、振当処理の

要件を満たしているので振当処理を、金

利スワップについては特例処理の要件

を満たしているので特例処理を採用し

ております。

イ．ヘッジ会計の方法

同左

 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段…通貨スワップ、金利ス

ワップ

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段…同左

 ｂ．ヘッジ対象…外貨建満期保有目的

の債券

ｂ．ヘッジ対象…同左

 ハ．ヘッジ方針

　為替変動リスク及び金利リスクの回避

のため対象債券のヘッジを行っており

ます。

ハ．ヘッジ方針

同左

 ニ．ヘッジ有効性評価の方法

　スワップ取引は振当処理または特例処

理の要件を満たしているので有効性の

評価を省略しております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

同左

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

(1）消費税等の会計処理

同左
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【財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

――――――――――― （リース取引に関する会計基準）

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企

業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会

計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））

を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。

これによる損益に与える影響はありません。

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 （貸借対照表）

 前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しており

ました「未収入金」は、当期において、資産の総額の100分

の１を超えたため区分掲記しました。

 なお、前期末の「未収入金」は101百万円であります。

 （貸借対照表）

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年8月7日　内閣府令

第50号）が適用となることに伴い、前事業年度において、

「商品」として掲記されていたものは、当事業年度から

「商品及び製品」と表示変更をしております。

 （損益計算書）

　前事業年度まで営業外費用において区分掲記していた

「賃貸固定資産減価償却費」及び営業外費用の「その

他」に含まれていた賃貸固定資産に係る修繕費等は、賃貸

固定資産に係る内容を明確にするため、当事業年度より

「不動産賃貸原価」として表示しております。

　なお、前事業年度に営業外費用の「その他」に含まれて

いた賃貸固定資産に係る修繕費等の金額は10百万円であ

ります。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

※１．関係会社に対する債権は次のとおりです。 ※１．関係会社に対する債権は次のとおりです。

受取手形      86百万円

売掛金 6

短期貸付金 72

受取手形        42百万円

売掛金 30

短期貸付金 52

　２．受取手形から控除されている裏書譲渡手形は78百
万円です。

　２．受取手形から控除されている裏書譲渡手形は23百
万円です。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する費

用のおおよその割合は、53.7％であり、一般管理費に
属する費用のおおよその割合は、46.3％であります。
主要な費目及び金額は次の通りであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する費

用のおおよその割合は、56.1％であり、一般管理費に
属する費用のおおよその割合は、43.9％であります。
主要な費目及び金額は次の通りであります。

販売促進費        361百万円

配送費 815

給料手当 819

賞与引当金繰入額 84

役員賞与引当金繰入額 20

役員退職慰労引当金繰入額 17

退職給付費用 116

福利厚生費 135

消耗品費 39

諸手数料 82

減価償却費 69

販売促進費     332百万円

配送費 823

給料手当 752

賞与引当金繰入額 72

役員退職慰労引当金繰入額 19

退職給付費用 137

福利厚生費 129

消耗品費 38

諸手数料 85

減価償却費 48

２．　　　　　　――――――――― ※２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 賃貸固定資産（土地）      31百万円

※３．減損損失 ３．　　　　　　――――――――

当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて、減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 その他

 新潟市東区 営業 土地 事務所・倉庫

 仙台市宮城野区 賃貸 土地 貸事務所

 熊本県熊本市 賃貸 土地 貸事務所

　
当社は、営業資産については営業拠点別に、賃貸固

定資産については賃貸物件別にグルーピングを行っ

ております。

時価が著しく下落していた営業物件及び賃貸物件

に係る土地３件について、帳簿価額を正味売却価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（131百万円）　とし

て特別損失に計上いたしました。 

なお、正味売却価額は、固定資産税評価額及び路線

価を合理的に調整した価額により評価しております。

　

 

※４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

器具備品     0百万円

賃貸固定資産       9百万円

計       9百万円

建物      0百万円

工具、器具及び備品      0百万円

賃貸固定資産        12百万円

計        12百万円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 529 70 － 600

合計 529 70 － 600

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加70千株は、市場買付による増加65千株と、単元未満株式の買取りによる増加５

千株によるものであります。

当事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 600 92 － 692

合計 600 92 － 692

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加92千株は、市場買付による増加86千株と、単元未満株式の買取りによる増加６

千株によるものであります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 3 1 1

合計 3 1 1

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 0百万円

１年超 0百万円

合計 1百万円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 0百万円

減価償却費相当額 0百万円

支払利息相当額 0百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

２. オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 2百万円

１年超 7百万円

合計 9百万円

（減損損失について）

 リース資産に配分された減損損失はありません。

１. ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

該当事項はありません。

（イ）無形固定資産

該当事項はありません。

②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に

記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており、その内容は次のとおりで

あります。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 3 2 0

合計 3 2 0

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 0百万円

１年超 －百万円

合計 0百万円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 0百万円

減価償却費相当額 0百万円

支払利息相当額 0百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

２. オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 3百万円

１年超 8百万円

合計 11百万円
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（有価証券関係）

　前事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）及び当事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月

31日）における子会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 前事業年度
（平成20年３月31日現在）

当事業年度
（平成21年３月31日現在）

繰延税金資産（流動）

賞与引当金

未払事業税

繰越欠損金

その他有価証券評価差額金

その他

小計

　繰延税金負債（流動）

　還付事業税

　計

　繰延税金資産（流動）の純額

　

繰延税金資産（固定）

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

投資有価証券評価損

減損損失

その他有価証券評価差額金

その他

小計

評価性引当金

計

繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金

圧縮積立金

計

繰延税金資産（固定）の純額

百万円

34

6

－

87

7

135

 

－

－

135

 

 

37

35

15

180

－

1

270

△87

183

 

△152

△85

△238

△54

百万円

29

－

39

－

6

75

 

△6

△6

69

 

 

77

29

29

91

52

1

282

△116

165

 

－

△81

△81

84

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　
前事業年度

（平成20年３月31日現在）
当事業年度

（平成21年３月31日現在）
法定実効税率

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない

項目

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目

延滞税等

住民税均等割等

評価性引当金

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

 　40.6％

 

2.9

△2.8

－

3.0

18.3

0.1

62.1

40.6％

 

9.1

△28.1

2.0

29.3

60.0

0.1

113.0
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額        1,593.92円

１株当たり当期純利益金額              14.13円

１株当たり純資産額         1,560.63円

１株当たり当期純損失金額          0.49円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） 180 △6

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円）
180 △6

期中平均株式数（千株） 12,790 12,703

（重要な後発事象）

前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

――――――――――― （梶原産業株式会社の全株式の取得と子会社化について）

 当社は、平成21年３月６日開催の取締役会において、梶
原産業株式会社の全株式を取得し子会社とする「株式譲

渡契約」を同日に締結することについて決議し、平成21
年４月１日に全株式を取得いたしました。

 なお、本件の概要は次のとおりであります。

１．株式取得の理由

 当社は家庭用品卸売業界内で歴史のある梶原産業株式

会社との統合により、同社が取り扱う非家電商品の拡充、

営業地域・販売等の効率的な規模の拡大及び物流コスト

や管理コスト削減などの実現が可能と考えております。

これにより、連結グループ業績の一層の拡大を図ること

ができると考えております。

 

２．株式取得の相手会社の名称

　(１)商号 梶原産業株式会社　

　(２)代表者 代表取締役社長　梶原雅洋　

　(３)本店所在地
大阪府東大阪市荒本北３丁目３

番３号　

　(４)事業内容 家庭用品卸売業　
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前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 ３．買収する会社の概要　

　（平成20年８月31日現在）

　(１)商号 梶原産業株式会社　

　(２)代表者 代表取締役社長　梶原雅洋　

　(３)本店所在地
大阪府東大阪市荒本北３丁目３

番３号　

　(４)設立年月日 昭和35年12月20日

　(５)事業内容 家庭用品卸売業　

　(６)決算期 ８月31日

　(７)従業員数 102名

　(８)資本金 60百万円

　(９)発行済株式総数 家庭用品卸売業　

　(10)大株主構成及び所

有割合

従業員持株会29.7％　梶原修子

19.2％　田山岩男9.2％

(11)最近事業年度における業績の動向　

　決算期 平成20年８月期

　売上高 8,787百万円

　売上総利益 1,731百万円

　営業利益 70百万円

　経常利益 91百万円

　当期純利益 54百万円

　総資産 4,220百万円

　純資産 2,375百万円

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状

況　

(１) 取得株式数、取得前後の所有株式の状況　

　 株式数 所有割合

　取得前の所有株式数

（議決権の数）
０株（０個） ０％

　取得株式数（議決権の

数）

12,000株（

12,000個）
－

　取得後の所有株式数

（議決権の数）

12,000株（

12,000個）
100％

(２) 取得価額　　
2,040百万円　

５．取得資金の調達方法

自己資金及び借入金
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

日本瓦斯㈱ 231,000 316

アイホン㈱ 114,571 186

上新電機㈱ 320,000 161

ＴＤＫ㈱ 41,959 153

東京電力㈱ 46,050 113

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ 173,800 82

オーナンバ㈱ 368,020 78

岩谷産業㈱ 313,000 68

㈱ほくほくフィナンシャルグループ 341,152 61

象印マホービン㈱ 415,000 57

㈱大正銀行 150,000 48

日本セラミック㈱ 43,424 45

㈱リヒトラブ 215,000 38

リンナイ㈱ 11,000 37

㈱三栄コーポレーション 150,000 36

その他57銘柄 819,426 286

小計 3,753,402 1,773

計 3,753,402 1,773

【債券】

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券

満期保有

目的の債

券

ユーロ米ドル建期限付劣後債券

サンワファイナンスアルーバ　Ａ．Ｆ．

Ｃ

255 255

計 255 255

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（百万口）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

（証券投資信託の受益証券）   

ダイワ日本株オープン 100 56

償還時元本・利回り確保型ファンド 300 299

リスク軽減型　定期分配インデックス参

照ファンド
98 56

その他（２銘柄） 15 12

計 513 424
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 1,336 0 123 1,212 828 21 384

車両運搬具 2 － － 2 2 0 0

器具及び備品 182 1 4 179 144 21 34

土地 1,859 － 57 1,801 － － 1,801

建設仮勘定 － 5 － 5 － － 5

有形固定資産計 3,379 6 185 3,201 975 42 2,226

無形固定資産        

ソフトウェア 29 0 0 29 17 5 11

その他 5 － － 5 － － 5

無形固定資産計 35 0 0 34 17 5 17

長期前払費用 13 0 0 13 2 0 10

賃貸固定資産        

建物 2,533 126 33 2,626 1,942 49 683

器具及び備品 10 2 2 10 8 0 2

土地 2,543 57 61 2,539 － － 2,539

賃貸固定資産計 5,087 186 97 5,176 1,950 50 3,225

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

（注）１．有形固定資産当期減少額185百万円には、賃貸固定資産への振替（建物122百万円、器具及び備品１百万円、土

地57百万円）が含まれております。

２．賃貸固定資産当期増加額186百万円には、有形固定資産からの振替（建物122百万円、器具及び備品１百万円、

土地57百万円）が含まれております。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 5 0 － 0 5

賞与引当金 84 72 84 － 72

役員賞与引当金 20 － 20 － －

役員退職慰労引当金 86 19 32 － 73

　（注）貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 1

預金  

当座預金 1,860

普通預金 1,261

定期預金 693

積立預金 90

別段預金 3

小計 3,909

合計 3,911

ロ．受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

上新電機㈱ 262

㈱Ｍｒ．ＭＡＸ 234

㈱ジュンテンドー 48

ホームセンターグッディ 37

ユニー㈱ 32

その他 156

合計 773

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成21年４月 419

５月 197

６月 138

７月 14

８月以降 2

合計 773

ハ．売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

日本生活協同組合連合会 178

ホーマック㈱ 136

㈱ケーヨー 94

㈱カーマ 93
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相手先 金額（百万円）

上新電機㈱ 87

その他 1,436

合計 2,027

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

期首残高

（百万円）

当期発生高

（百万円）

当期回収高

（百万円）

期末残高

（百万円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

 × 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

2,393 18,684 19,050 2,027 90.38 43.18

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

ニ．商品及び製品

商品群 金額（百万円）

電気機器 403

音響通信機器 130

季節商品 1,027

健康美容器具 181

その他 80

合計 1,823

②　固定資産

イ．関係会社株式

区分 金額（百万円）

　大和無線電器㈱ 1,104

　㈱システム機器センター 20

　㈱響和 14

合計 1,139

ロ．長期預金

区分 金額（百万円）

定期預金（１年超） 3,200

合計 3,200

③　流動負債

買掛金

相手先 金額（百万円）

㈱シーシーピー 237

㈱テスコム 226

㈱グループセブジャパン 153

Ｐ＆Ｇジャパン㈱ 102
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相手先 金額（百万円）

リンナイ㈱ 82

その他 599

合計 1,401

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

大阪市北区堂島浜１丁目１番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社大阪証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 　―――――――

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ

http：//www.denkyosha.co.jp/

株主に対する特典 なし

 （注）単元未満株式についての権利

 当社定款には、次のことを定めております。

 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

 （1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

 （2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

 （3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第60期）（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）平成20年６月30日近畿財務局長に提出。

（2）有価証券報告書の訂正報告書

平成21年４月28日近畿財務局長に提出。

事業年度（第60期）（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。

（3）四半期報告書及び確認書

（第61期第１四半期）（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）平成20年８月13日近畿財務局長に提出。

（第61期第２四半期）（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）平成20年11月13日近畿財務局長に提出。

（第61期第３四半期）（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）平成21年２月13日近畿財務局長に提出。

(4）自己株券買付状況報告書

　報告期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年３月31日）平成20年４月９日近畿財務局長に提出。

　報告期間（自　平成20年５月19日　至　平成20年５月31日）平成20年６月４日近畿財務局長に提出。

　報告期間（自　平成20年６月１日　至　平成20年６月30日）平成20年７月７日近畿財務局長に提出。

　報告期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年７月31日）平成20年８月７日近畿財務局長に提出。

　報告期間（自　平成20年８月１日　至　平成20年８月31日）平成20年９月８日近畿財務局長に提出。

　報告期間（自　平成20年９月１日　至　平成20年９月30日）平成20年10月７日近畿財務局長に提出。

　報告期間（自　平成21年２月１日　至　平成21年２月28日）平成21年３月６日近畿財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

   

  平成20年６月24日

株式会社電響社   

 取締役会　御中  

 太陽ＡＳＧ監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山田　茂善　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高木　　勇　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社電響社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

電響社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別

途保管しております。

　連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成21年６月29日

株式会社電響社   

 取締役会　御中  

 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 高木　　勇　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山田　茂善　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
株式会社電響社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

電響社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年４月１日に梶原産業株式会社の全株式を取得した。

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社電響社の平成21年３月31
日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成す

る責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、

財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、株式会社電響社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統
制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係

る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　内部統制報告書に記載されているとおり、会社は事業年度の末日後、梶原産業株式会社の全株式を取得し、連結子会社とし

たため、翌期以降の財務報告に係る内部統制の有効性の評価に重要な影響を及ぼす可能性がある。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別

途保管しております。

　連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

株式会社電響社(E02666)

有価証券報告書
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独立監査人の監査報告書

   

  平成20年６月24日

株式会社電響社   

 取締役会　御中  

 太陽ＡＳＧ監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山田　茂善　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高木　　勇　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社電響社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第60期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社電響

社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保

管しております。

　財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

   

  平成21年６月29日

株式会社電響社   

 取締役会　御中  

 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 高木　　勇　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山田　茂善　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社電響社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第61期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社電響

社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年４月１日に梶原産業株式会社の全株式を取得した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保

管しております。

　財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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